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4 論文の要旨 
 
本論文では中小企業、なかでも下請企業が親企業からの支配・従属から脱し、親企業と
対等な関係を形成するための自立化と自律化について理論研究、実証分析を行っている。
また現代中小企業の競争優位に関する理論研究、実証分析を行い、両者の分析結果から抽
出された諸課題に対して政策面から考察を行っている。 
日本にはこれまで数多くの中小企業研究の蓄積があるが、その源流がマルクス経済学で
あったこともあり、常に大企業との対比の中で異質多元的な中小企業が抱える問題性につ
いて議論されてきた。またその分析の方法は、問題を抱えた中小企業層を対象とすること
から、“個”としての中小企業ではなく“群”として捉えられることが多かった。本論文で
は、“個”としての中小企業の成長戦略について検証するため、中小企業の存立に関して「自
立型下請企業」及び「自律型下請企業」という独自の視点を導入し、理論的フレームワー
クを構築している。その上で、アンケート調査や実際の企業を例にした詳細なビジネスモ
デル分析を行うことで「自立型下請企業」及び「自律型下請企業」の競争戦略の特徴を明
らかにするとともに、問題性を孕んだ下請中小企業との違いについて検討している。 
次に、中小企業の中の上位層である「高売上高企業」「経営革新相当企業」「経営革新承
認企業」について取り上げ、それら企業の競争優位の源泉について分析している。その上
で、競争優位につながるイノベーション、ネットワーク、産業集積、ソーシャル･キャピタ
ルなど、現代中小企業が抱える重要なテーマを取り上げ、競争優位を獲得するための課題
について抽出し、政策的な取りまとめを行っている。 
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本論文の章構成は以下のとおりである。 
 
序 章  問題の所在と本書の構成 
第 1 章  中小企業の自立と自律に関する理論的考察―自立型から自律型企業へ― 
第 2 章  独立型中小企業と自立･自律型下請企業の諸特徴 
第 3 章  自立型下請企業のビジネスモデル分析と価格交渉力 
第 4 章  地域中小企業の競争優位の源泉 
第５章  中小企業のイノベーションとＭＯＴ 
第６章  中小企業ネットワークの進化とソーシャル･キャピタル―新たな中小企業ネ
ットワークの台頭とその現代的意義について― 
第７章  グローバル化時代の地域中小企業と産業集積 
終 章  現代中小企業の自立･自律化と中小企業政策 
 
序章に示された図によると、本論文は３部構成になっている。第Ⅰ部（第１章～第３章）
では、中小企業の自立化と自律化に関する理論研究と実証分析について扱っている。第 1
章では、中小企業の自立化や自律化に関する理論的考察を行っており、第２章と第３章で
は理論を補強するための実証分析を行っている。第Ⅱ部（第４章から第７章）では地域中
小企業の競争優位に関する理論研究と実証分析を行っている。第４章は中小企業の競争優
位の源泉についての理論的考察を行っており、第５章から第７章までが競争優位を持続す
るための実証分析を諸側面から行っている。第Ⅲ部（終章）では、第１章から第７章まで
の理論研究や実証分析をもとに、現代中小企業政策に求められる課題について明らかにす
るとともに、現代中小企業の競争戦略を考える上で必要なものは何かについて言及してい
る。それぞれ章ごとの概要は以下のとおりである。 
 
第１章ではまず、有澤廣巳の二重構造論や藤田敬三と小林義雄・市川弘勝の系列化論争
など、戦後を代表する中小企業問題性に関する研究について整理･検討している。そこでは、
これまでの中小企業問題に関する研究の多くが、大企業対中小企業といった対立的構図で
描かれていることについて検証した後、日本経済が高度成長を遂げるなか、弱者的位置づ
けをされてきたこれまでの中小企業とは異なる存在としての「中堅企業」を中村秀一郎が
抽出し分類したことや、技術開発や市場開拓などの革新的行動に着目した清成忠男の「ベ
ンチャー･ビジネス」についてレビューしている。その上で、本論文の中心的なテーマの 1
つである下請中小企業の自立化について考察している。ここでの筆者の意図は、これまで
の中小企業問題に関する研究の多くが大企業と中小企業との対立的構図から捉えられてお
り、中小企業がその問題性から解き放されるには、中村秀一郎が説くように中堅企業など
に発展することが一つの方向性として考えられるが、それとは別に、下請中小企業であっ
ても「自立化」やさらに一歩進んだ「自律化」を図ることで、その問題から解き放たれる
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ことを提示している。 
下請中小企業の定義や存立に関しては、1980 年代から 90 年代にかけて渡辺幸男と港徹
雄との間で論争があったが、これに関して整理した後、独自の見解を示している。すなわ
ち、渡辺は下請関係を元請親企業との関係で対等ではない外注取引関係と定義した。その
上で、受注先を分散し、生産能力の高い中小企業が、既存の大企業との取引関係から抜け
出せるような「退出能力」を保有する「自立」的受発注取引関係を有するような場合も「対
等ならざる取引関係」であるとして、下請関係の一形態として位置づけた。一方、港は退
出能力を持つような下請中小企業は、元請親企業との関係はもはや対等性を有しているこ
とから下請中小企業ではないとし、下請関係は発注企業による受注企業に対する何らかの
統制がある場合、すなわち「統制を伴う取引関係」がある場合の企業を下請中小企業とし
た。これに対して筆者は、「対等ではない取引関係」にある場合の企業を「狭義の下請企業」
とした上で、それ以外の受注生産型中小企業を「自立型下請企業」と「自律型下請企業」
とに分類する独自の見解を示した。すなわち、「狭義の下請企業」以外は、親企業との間に
レベル差はあるものの“対等性”を有するようになり、それを「自立型下請企業」とした。
対等性そのものは、元請親企業との価格交渉力の程度によって変化するが、それに合わせ
て自立化のレベルも変化すること、さらに自立化は下請中小企業側だけからの視点である
が、取引相手である親企業のことも斟酌して行動するようになると「自律型下請企業」に
なるとした。それらの分析ツールとして、S.Helper の「エグジット/ボイス」アプローチを
用い、元請親企業から「自立型・自律型下請企業」に対する行動はそれぞれボイスである
が、「自立型下請企業」の元請親企業に対する行動はエグジット、「自律型下請企業」のそ
れはボイスになることで両者の違いを明らかにしている。以上のことから、下請中小企業
から脱下請をして発展する経路として、「自立型下請企業」、「自律型下請企業」への展開、
さらには自社製品を有する「独立型中小企業」への展開が可能であるとした。 
 
第２章では、第 1 章で理論的に分類した「独立型中小企業」と受注生産型中小企業、さ
らには「下請企業」、「自立型下請企業」、「自律型下請企業」に関して、特に、「自立型下請
企業」、「自律型下請企業」が実体として存在するのか、存在するとすればその特徴はいか
なるものかといったことを明らかにするため、アンケート調査による実証分析を行ってい
る。アンケート調査では、下請中小企業の販売先に対する価格交渉力や価格決定権に関し
て、当該企業の意向で販売価格を決定できる受注生産型中小企業を「自律型下請企業」、あ
る程度当該企業の意向が反映されている受注生産型中小企業を「自立型中小企業」、販売価
格に対する決定権がない受注生産型中小企業を「下請企業」、自社製品を持つ製造販売型中
小企業を「独立型中小企業」とし、アンケート調査の回答から「自立型下請企業」や「自
律型下請企業」の存在を確認している。その上で、たとえば「自律型下請企業」は「自立
型下請企業」と比べ、研究開発に積極的に取り組んでいる企業の割合が高いなど、企業行
動に違いがあることを導出している。さらに、「独立型中小企業」と受注生産型中小企業と
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を比較すると、30 項目以上からなるアンケート調査の設問で、「独立型中小企業」で第二創
業への取組など積極的に取り組んでいる様子が浮き彫りにされたことから、「独立型中小企
業」になるには企業内部のさまざまなケイパビリティを高めていく必要があることを指摘
している。 
 
第３章は、脱下請の第一段階となる「自立型下請企業」の特徴について詳しく見るため、
「自立型下請企業」と認定できる企業を取り上げ、ビジネスモデル分析を行っている。具
体的には、A.Afuah や L.Morris のビジネスモデル分析をレビューするとともに、ケースと
して O 精機を取り上げ、L.Morris のビジネスモデル分析やアクション･マトリクスを用い
た分析を行い、「下請企業」との比較を行っている。その結果、「自立型下請企業」はビジ
ネスモデルで競争優位につながる多様な要素を数多く持っていること、またそれらが幾重
にも組み合わされることで模倣されにくい仕組となっていることを明らかにしている。次
に、独立型中小企業および受注生産型中小企業を取り上げ、その価格交渉力の決定要因を、
M.E.Porter の 5 要因分析や J.B.Barney の資源ベース論を元にしたオリジナルモデルによ
って分析している。その結果、特に受注生産型中小企業においては、競争相手が多くない
ことが販売先である元請親企業に対して価格交渉力を高めることにつながること、それと
は逆に、競争相手が多いと価格交渉力を弱めること、また他社の新規参入の可能性が高く
ないことが元請親企業に対する価格交渉力を高めることなどについて分析している。 
 
第４章は、現代中小企業の中でも地域と関わりの深い中小企業の特徴や課題を明らかに
するため、“地域中小企業”という概念を用いながら競争優位の源泉について検討している。
すなわち中小企業の行動が地域によって異なるのは、地域にはそれぞれ固有の産業構造が
形成されているからで、その産業構造に地域中小企業の行動が規定されるとしている。今
日のメガ･コンペティション時代に地域中小企業が積極的な役割を果たしていくには、個々
の中小企業が競争戦略をもち、競争優位を持続していく必要がある。そこで競争優位の源
泉を M.E.Porter のポジショニング論や J.B.Barney の資源ベース論を元にオリジナルモデ
ルを構築し、数量化による計量分析と、ケース企業に対する VRIO 分析を行っている。そ
の結果、地域中小企業の中で下請取引が中心の中小企業ではポジショニングは有効な戦略
とはなりえなかったこと、取り上げたケース企業はさまざまな競争を経て、勝ち残った結
果、強固なポジションを獲得したとした。また中小企業の中で「高売上高企業」「経営革新
相当企業」「経営革新承認企業」を取り上げ、26 にわたる変数の中から競争優位の源泉に関
わる複数の有効な要因を抽出している。その一方で、国による「経営革新承認企業」であ
っても実際には計画通りに事業が進んでいないなどの課題があるがことを指摘している。 
 
第 5 章は「中小企業のイノベーションと MOT」と題し、イノベーションに関する問題を
中心に扱っている。「下請企業」が自立するには価格交渉力を高めることが重要であるが、
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そのための要件の 1 つに技術力を高めることがある。技術力を高めるにはイノベーション
が重要な役割を果たすが、本論文では中小企業のイノベーションについての先行研究をレ
ビューし、あわせて、中小企業のイノベーションの実態として、技術開発や製品開発には
成功したものの事業化に結びつかなかったケースについて紹介している。このことから、
中小企業のイノベーションに求められるものとして、筆者独自の MOT を勧めている。すな
わち、技術経営(Management of Technology)として一般的に訳される MOT とは別に、研
究開発や技術開発、生産体制の確立と並行して営業部門の設置や営業人材の配置･育成など、
販売のための組織づくりやヒトづくりを一気通貫に行う“Management of Total”の視点が
重要だと説いている。 
 
第 6 章は、「中小企業ネットワークの進化とソーシャル･キャピタル―新たな中小企業ネ
ットワークの台頭とその現代的意義について―」と題し、ネットワークに関する問題につ
いて検討している。中小企業は経営資源が尐ないため、それを補完するために古くから協
業化などの組織化が図られてきた。近年では 1988 年の融合化法により、官が主導する形で
多くの異業種交流グループが形成されたが、グループとして新製品を開発するところまで
こぎつけたものの、それによって売上や利益を上げたところはほとんど見られなかった。
その後、2000 年前後から企業が主催者となって活動する「新たな中小企業ネットワーク」
が誕生した。本章では、売上や利益を確保するに至るまで活動している中小企業ネットワ
ークを取り上げている。そこでは、こうした新たな中小企業ネットワークの特徴をレント
の視点から導出するとともに、協業化時代や融合化法時代を経て新たな中小企業ネットワ
ークへと進む、中小企業ネットワークの進化について言及している。さらに、そうした新
たな中小企業ネットワークの出現は、自立した地域中小企業自らがソーシャル･キャピタル
の構成員になったことで地域中小企業をして新たなネットワーク化に向かわせたと、中小
企業自身の成長がその背景にあることを指摘している。 
 
第７章は「グローバル化時代の地域中小企業と産業集積」と題し、「個」としての地域中
小企業が産業集積を活用して自立化していく点について論じている。近年、グローバル化
が進展するなかで、産業集積内でも企業数の減尐が見られる。グローバル化により一部の
企業で海外展開などを図るところも現れたが、多くの企業にとっては海外からの安価な部
品の流入などの影響で受注減となったり、元請親企業からは“中国価格”と同等でないと
取引しないという厳しい要求を突き付けられたりするところが見られる。こうしたなか、
ある企業では中国価格に対応するため、それまでのプロセス･イノベーションによるコスト
ダウンには限界があることから、これまでとは異なる全く新たな生産方式、すなわちプロ
ダクト･イノベーションによって活路を開こうとした。ただし自社の経営資源では全てに対
応ができないことから、当該企業が保有していない機能を、産業集積を活用することによ
り対応し、存立基盤を強化した。  
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終章の「現代中小企業の自立・自律化と中小企業政策」は、本論文のまとめとなる章で、
現代中小企業の自立化のきっかけや、自立化を進めるための条件について明らかにしてい
る。また現代中小企業の自立化や自律化に向けて、現行の中小企業施策がどのように関わ
っているのか、中小企業経営革新施策の課題についても言及している。経営革新承認企業
と「自律型下請企業」を比較すると、「自律型下請企業」は取引相手企業のことも配慮しな
がら行動することから、経営革新承認企業よりも一歩先を行く企業と位置付けている。自
立化や自律化を促進するための今後の課題として、取引先との交渉能力向上に向けた支援
策やマネジメント能力の向上に向けた支援策が求められるとするほか、中小企業経営者に
経営に関して学ぶ場を提供すべく、大学や大学院を活用することについても言及している。 
 
5 論文の評価 
  
 これまで日本の中小企業研究において、常に検証されてきたのが「中小企業とは何か」「中
小企業問題とは何か」である。日本中小企業学会の中では、山中篤太郎の「異質多元的な
存立主体としての中小企業」を祖とする本質論的研究として位置づけられており、具体的
には中小企業の存立条件論や存立形態論、さらには、本論文でも取り上げられている下請
制にまつわる系列化に関する議論である。この「中小企業とは何か」という問題に対して、
滝澤菊太郎は「『大企業ではできない』重要な役割や貢献を果たしている『相対的に規模の
小さな企業群』の多くが、『大企業でないために生じる問題』を抱えている。このまま放置
しておくとその重要な役割や貢献を果たせなくなるので、問題を持った企業群を『中小企
業』として定義」し研究対象とした。この短い文章にこれまでの中小企業研究の分析視覚
が凝縮されている。1 つは中小企業とは問題を持った存在であること、もう一つは、“問題
を持った企業群”として示されているように、対象は「個」ではなく「群」として見る見
方が一般的だったことがわかる。こうした見方に対して、中小企業の中には“発展性”も
有しており、中小企業を“問題性”と“発展性”の統一物として見るべきだとしたのが黒
瀬直宏の「複眼的中小企業論」である。またそれまでの中小企業は社会的弱者であり、取
引先である大企業からは常に支配され、従属し、搾取の対象とされる問題を抱えた存立主
体とするこれまでの見方に一石を投じたのが、中村秀一郎の「中堅企業」や清成忠男の「ベ
ンチャー･ビジネス」であった。これにより、中小企業の成長戦略が示されたわけである。 
 ここで本論文の意義について見てみよう。１つは渡辺幸男、港徹雄の下請を巡る論争に
新たな視点を持ち込み、下請中小企業からの発展経路を示したことにある。本論文におけ
る基本的な視座は、下請中小企業が元請親企業との間で販売価格の決定を巡る価格交渉力
があるか否かにおいている。価格交渉力を有するようになると、もはや下請中小企業では
なく「自立型下請企業」として位置づけられ、さらに下請企業側が価格決定権を有し、加
えて元請親企業の企業活動に配慮して行動するようになると、より高次の「自律型下請企
業」として位置づけられる。本論文の貢献の 1 つは、下請企業の新たな成長戦略を示せた
7 
 
ことがある。これまでの成長戦略は、中村秀一郎の中堅企業を例にとると、資本金 1 億円
～10 億円の企業とかなり大きな企業に成長した企業を想定しているのに対し、本論文では
中小企業規模で「脱下請」し、元請親企業と対等に価格交渉力を有するような成長につい
て論じている。中堅企業は上場している企業が多いが、現実にはそこまで進化できない企
業が多く、また進化しようと志向していない企業も多く存在する。受注生産という取引形
態を取りながら脱下請を戦略の根幹に据える存立基盤を示したところに大きな意義がある。 
 第２の意義として、経営学的に個別中小企業の競争戦略について研究したこと及び中小
企業における地域の視点の重要性を再確認したことである。従来の中小企業研究では基本
的には中小企業を大企業との関係を軸に問題性を持つ主体と捉えることが多かった。先の
滝澤菊太郎の記述にもあるように、中小企業個々の競争戦略をどう見るかの視点や「地域
中小企業」の視角からの議論はほとんど展開されてこなかった。それは、中小企業が抱え
る問題を問題として一般化する過程で、個別企業の視点や地域性の視点を見過ごしていた
ともいえる。本論文で取り上げられた中小企業は何もせずに生き残っているというような
消極的な意味ではなく、積極的に中小企業としての役割を果たし活動していくために自立
化や自律化を図り、また競争戦略を維持していくためにどのような競争戦略を立てればよ
いかといった点について議論しており、今後の中小企業研究を進める上での重要な視点を
提供している。 
 第３の意義として、これは筆者が長らく大阪府立産業開発研究所の研究員として、数多
く現場の実態調査をしたことと関係すると思われるが、アンケート調査やヒアリング調査
などから丹念に実証分析を行い、導き出した研究成果となっていることがあげられる。中
小企業は異質多元的な主体であるが、そうであればなおさら既存の統計分析だけでは抽出
しきれない現実があり、それを明らかにするにはやはり問題意識を持って現場に行き、丹
念にヒアリングを重ねるしかない。調査マンはともすればアンケート等の調査報告書をま
とめて終わりとなりがちだが、本論文は理論研究をベースにアカデミックなものにまとめ
ており高く評価できる。 
  
 このように、本論文の意義を認めながらも、筆者の研究成果にはいくつかの課題が指摘
できる。 
 第１に、中小企業を独立型と受注生産型に分け、受注生産型を「狭義の下請企業」、「自
立型下請企業」、「自律型下請企業」に分類し、「自立型下請企業」と「自律型下請企業」は
元請親企業と対等あるいは対等に近い関係があり、そのレベルは価格交渉能力の高低や価
格決定能力の有無にあるとする。元請親企業に対して価格交渉力を有することは、S.Helper
の「エグジット」の状態を指すが、これは港のいう退出能力を有していることになる。港
は退出能力のあるような企業は下請ではないとしたが、筆者の表現によると「自立型下請
企業」・「自律型下請企業」など「下請企業」という言葉が使われている。受注生産型の中
の「狭義の下請企業」以外の「自立型下請企業」と「自律型下請企業」について、広義で
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いう下請の範疇に入るのか否か、曖昧さが残る。また価格交渉能力と価格決定能力という
言葉にも定義として曖昧さ(類似性)が感じられる。第 1 章での筆者の「下請企業からの発展
経路」図では３軸が直交して描かれているが、価格交渉能力と価格決定能力とに相関があ
れば直交はしないはずである。従来の研究における「商業資本的充用」「工業資本的充用」
による分類、「支配従属関係」「相互依存関係」による分類、「貸与図」「承認図」による分
類、といった先行研究からの理論的視座を明確化できれば本論文の評価がさらに高まった
ものといえる。 
 第２に、「自立型下請企業」と「自律型下請企業」の実証分析は第２章と第３章で行われ
ているが、ここでのケーススタディは O精機が１社出てくるのみである。第 2 部の中に「自
立型下請企業」と目される企業が出てくるが、第 1 部の中で「自立型下請企業」や「自律
型下請企業」についてもう尐しケーススタディを増やし実証分析を深める必要があったと
思われる。長年にわたる筆者の調査研究の蓄積からするとより多くのケースによる実証的
確認が可能であったと考えられる。 
 第３に、「個」としての中小企業を分析するとしながら、第６章のネットワーク分析で+
は中小企業一般の問題の提示がなされている。「個」としての中小企業ネットワークを取り
扱うのであれば、win－win となるにはどのような組み合わせが求められるかといったこと
や、どの企業がネットワークのリーダーとなり、そのリーダーはどのように決定されるの
かといったマネジメント視点での分析も求められる。連携も含めたネットワーク形態をと
る意義がいかなる点にあるのか上記の点を明確化すればさらにはっきりしたと思われる。 
 以上のように、本論文にはいくつかの課題はあるものの、筆者が大阪府立産業開発研究
所の研究員として長年調査に携わってきた経験や、その後の北九州市立大学において、本
論文のアイデアの源泉ともいうべき「自立化」の調査研究を行ったことが本論文の基礎と
なっている。筆者の積年の調査の中で涵養された問題意識が、兵庫県立大学に移籍してか
ら本研究のテーマである「自立型下請企業」や「自律型下請企業」、さらには「独立型中小
企業」といった進化の過程や内容を示すなど体系だったものにまとめあげた点は、研究者
としての能力を見事に示したともいえる。特に、下請企業の存立に関して、近年ではあま
り研究が多くみられない中で、理論的・実証的・政策的に検討を試みようとしたことは意
欲的な研究といえる。またこれまで中小企業問題を取り上げるときに、対象である中小企
業を「群」として捉えてきた中小企業研究において、「個」としての中小企業の競争戦略を
見るという独自の分析方法を切り開いた点は大いに評価されるべきである。筆者のさらな
る研究発展を期待したい。 
 
6 判定 
 
 本論文の貢献および所定の試験の成績を考慮して、本論文の提出者が博士（経営学）の
学位を授与されるのに十分な資格をもつものと判定する。 
